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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

第３四半期
連結累計期間

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

売上高 (千円) 1,507,935

経常利益 (千円) 90,062

親会社株主に帰属する
四半期純利益

(千円) 62,202

四半期包括利益 (千円) 62,202

純資産額 (千円) 420,885

総資産額 (千円) 1,207,908

１株当たり四半期純利益 (円) 30.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) ―

自己資本比率 (％) 34.8

　

回次
第15期

第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 12.79

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４．当社は、2021年４月23日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大が世界的に継続し、企業業績に与

える影響も引き続き大きく、また先行き不透明な状況が続いております。

当社グループの属する情報サービス産業におきましては、労働力の減少に対する経営効率化や生産性向上等、将

来の成長、競争力強化に向けた企業のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進基調の継続に加え、感染

症対策としてのリモートワーク推進のトレンドも重なり、IT投資の需要が引き続き堅調に推移しております。

このような状況の中、当社グループは様々なソフトウェアを作る技術にフォーカスし、顧客企業と共に新たな価

値を生み出すことで、顧客企業の国際的競争力を向上させることをミッションとし、手作業中心のシステム受託開

発が抱える多くの問題を、ソフトウェアの自動生成技術であるローコード技術と、それらを活用するためのアジャ

イル手法を活用することで、システム開発の生産性を大幅に向上させる事業をＤＸ事業として展開しております。

当社グループのＤＸ事業は、ＤＸの実現に向けた情報システム開発に係るコンサルティング及び開発サービスの提

供（以下、プロフェッショナルサービス）とプロフェッショナルサービスで使用するローコード開発やAPIインテグ

レーションに関連するソフトウェア販売（以下、ソフトウェアライセンス販売）で構成されており、その拡大によ

る業績の向上に引き続き注力しております。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は1,507,935千円、営業利益は91,945千円、経常利益は

90,062千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は62,202千円となりました。

なお、当社グループは、「ＤＸ事業」の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は1,001,061千円となり、前連結会計年度末に比べ72,778千円減少

いたしました。これは主に回収が進んだ売掛金が133,668千円、借入金の返済により現金及び預金が28,740千円減少

し、一方でソフトウェアライセンス販売の増加に伴うライセンス使用料の支払により前払費用が93,380千円増加し

たことが要因であります。固定資産は206,846千円となり、前連結会計年度末に比べ7,820千円増加いたしました。

これは主に、自社利用ソフトウェアの開発等により無形固定資産が18,339千円増加し、一方で減価償却費の計上に

より有形固定資産が10,637千円減少したことが要因であります。これらの結果、総資産は1,207,908千円となり、前

連結会計年度末に比べ64,957千円減少いたしました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は632,283千円となり、前連結会計年度末に比べ33,879千円減少い

たしました。これは主にライセンス使用料及びサービスパートナー企業からのプロフェッショナルサービスに係る

役務提供対価の買掛金が55,378千円、借入金の返済により１年以内返済予定の長期借入金が11,120千円減少し、一

方でソフトウェアライセンス販売の増加に伴い前受収益が37,257千円増加したことが要因であります。固定負債は、

154,739千円となり、前連結会計年度末に比べ93,229千円減少いたしました。これは主に借入金の返済により長期借

入金が88,879千円減少したことが要因であります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、420,885千円となり、前連結会計年度末に比べ62,151千円増加い

たしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益62,202千円の計上による利益剰余金が62,202千円増加

したことが要因であります。

これらの結果、自己資本比率は34.8％（前連結会計年度末は28.2％）となりました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありま

せん。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は13,255千円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

契約会社名
相手先の

名称
相手方の
所在地

契約品名
契約
締結日

契約期間 契約内容

Cognite
株式会社

Cognite
東京都千代田
区丸の内1-5-1

Cognite Data
Fusion販売代
理店契約

2020年12月21日
2023年12月20日
まで

販売代理店契約
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000

Ａ種優先株式 300,000

Ｂ種優先株式 200,000

Ｃ種優先株式 300,000

計 1,800,000

(注) １．2021年２月24日開催の臨時株主総会決議により、2021年２月24日付で発行可能株式総数を2,500,000株増加

し、4,300,000株とする定款変更が行われております。

２．2021年３月16日開催の臨時株主総会決議により、2021年３月16日付で種類株式を廃止とする定款変更が行わ

れております。

３．2021年４月６日開催の取締役会決議により、2021年４月23日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可

能株式総数は4,300,000株増加し、8,600,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年５月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 330,000 2,749,946 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準株式であります。また、
１単元の株式数は100株でありま
す。

Ａ種優先株式 300,000 ― 非上場

完全議決権株式であり、残余財
産の分配等において優先的な定
めが設けられている株式であり
ます。また、１単元の株式数は
100株であります。

Ｂ種優先株式 130,000 ― 非上場

完全議決権株式であり、残余財
産の分配等において優先的な定
めが設けられている株式であり
ます。また、１単元の株式数は
100株であります。

Ｃ種優先株式 265,000 ― 非上場

完全議決権株式であり、残余財
産の分配等において優先的な定
めが設けられている株式であり
ます。また、１単元の株式数は
100株であります。

計 1,025,000 2,749,946 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年10月１日～
2020年12月31日

―

普通株式
330,000

Ａ種優先株式
300,000

Ｂ種優先株式
130,000

Ｃ種優先株式
265,000

― 188,750 ― 179,750

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)

普通株式
330,000

Ａ種優先株式
300,000

Ｂ種優先株式
130,000

Ｃ種優先株式
265,000

普通株式
3,300

Ａ種優先株式
3,000

Ｂ種優先株式
1,300

Ｃ種優先株式
2,650

―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,025,000 ― ―

総株主の議決権 ― 10,250 ―

② 【自己株式等】

2020年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２ 【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　(1) 新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)
就任年月日

取締役
最高財務
責任者

市川 玲 1975年９月５日

1998年４月 株式会社ぎょうせい 入社

2001年１月 SAPジャパン株式会社 入社

2007年７月 トーマツ コンサルティング株式

会社(現 デロイト トーマツ コン

サルティング合同会社) 入社

2010年７月 当社 入社

2018年２月 当社 コーポレートセールス部

部長

2019年５月 当社 コーポレートセールス部

SSOマネージャー兼SAマネージャ

ー

2019年８月 当社 執行役員 プロフェッショ

ナルサービス部 部長

2020年９月 当社 執行役員 プロフェッショ

ナルサービス部

2020年10月 当社 取締役 最高財務責任者(現

任)

(注) 40,000 2020年10月20日

(注) 市川玲氏は2020年10月20日開催の臨時株主総会において取締役に選任されました。取締役の任期は、2020年10

月20日開催の臨時株主総会における選任後、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結の時までであります。

(2) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　 男性８名 女性１名(役員のうち女性の比率11.1％)
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第211条第６項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間

(2020年10月１日から2020年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年12月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 555,381

売掛金 161,309

仕掛品 4,203

　 前払費用 278,827

その他 1,338

流動資産合計 1,001,061

固定資産

有形固定資産 94,851

無形固定資産 25,887

投資その他の資産

投資その他の資産 88,664

　 貸倒引当金 △2,557

投資その他の資産合計 86,107

固定資産合計 206,846

資産合計 1,207,908
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 47,687

　 １年内返済予定の長期借入金 122,212

未払法人税等 24,688

前受収益 379,348

資産除去債務 1,301

　 その他 57,046

流動負債合計 632,283

固定負債

　 長期借入金 119,452

資産除去債務 32,656

その他 2,630

固定負債合計 154,739

負債合計 787,022

純資産の部

株主資本

資本金 188,750

資本剰余金 179,750

利益剰余金 52,132

株主資本合計 420,632

新株予約権 253

純資産合計 420,885

負債純資産合計 1,207,908
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

売上高 1,507,935

売上原価 1,040,703

売上総利益 467,231

販売費及び一般管理費 375,286

営業利益 91,945

営業外収益

　 受取利息 2

　 その他 13

営業外収益合計 15

営業外費用

　 支払利息 1,660

　 為替差損 239

営業外費用合計 1,899

経常利益 90,062

　特別利益

　 新株予約権戻入益 50

　 特別利益合計 50

税金等調整前四半期純利益 90,112

法人税、住民税及び事業税 29,843

法人税等調整額 △1,932

法人税等合計 27,910

四半期純利益 62,202

親会社株主に帰属する四半期純利益 62,202
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

四半期純利益 62,202

四半期包括利益 62,202

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 62,202
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【注記事項】

(会計上の見積りの変更)

（耐用年数の変更）

当社は、2020年10月20日開催の取締役会において、福岡オフィス移転に関する決議をいたしました。この福

岡オフィス移転に関する決議に伴い、移転後利用見込みのない固定資産について耐用年数を短縮し、将来にわ

たり変更をしております。また、同様に福岡オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務の資産除去債務

についても、償却に係る合理的な期間を短縮し、将来にわたり変更しております。

これにより、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益はそれぞれ960千円減少しております。

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症拡大による影響については、今後の広がり方や収束時期等を正確に予測すること

は困難な状況にありますが、現時点で同感染症による当社グループの事業に与える影響は限定的であることか

ら、当社グループの事業への影響は軽微であると仮定して会計上の見積りを行っております。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く収束状況によっては、将来に

おいて連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

減価償却費 12,205千円

(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

　末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

当社グループの事業セグメントは、ＤＸ事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメント情報

の記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

１株当たり四半期純利益 30円34銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 62,202

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

62,202

普通株式の期中平均株式数(株) 2,050,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

―

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．当社は、2021年４月23日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。
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(重要な後発事象)

（優先株式の取得及び消却）

　当社は、2021年３月４日付で、Ａ種優先株主、Ｂ種優先株主及びＣ種優先株主の株式取得請求権の行使を受けたこ

とにより、全てのＡ種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式を自己株式として取得し、対価として当該Ａ種優先

株主、Ｂ種優先株主及びＣ種優先株主にＡ種優先株式及びＢ種優先株式１株につき普通株式１株、Ｃ種優先株式１株

につき普通株式1.19株を交付しております。また、2021年３月５日開催の取締役会決議により、同月５日付で当該Ａ

種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式の全てを消却しております。

（１）取得株式数

　Ａ種優先株式 300,000株

　Ｂ種優先株式 130,000株

　Ｃ種優先株式 265,000株

（２）交換により交付した普通株式数 745,473株

（３）交付後の発行済普通株式数 1,075,473株

（新株予約権の行使）

　当社が発行いたしました第１回新株予約権及び第２回新株予約権につき2021年３月16日に以下のとおり行使されて

おります。

① 第１回新株予約権

行使新株予約権個数 200個

交付株式数 200,000株

行使価額総額 10,000千円

未行使新株予約権個数 ―個

増加する発行済株式数 200,000株

資本金増加額 5,000千円

資本準備金増加額 5,000千円

② 第２回新株予約権

行使新株予約権個数 995個

交付株式数 99,500株

行使価額総額 24,875千円

未行使新株予約権個数 1,215個

増加する発行済株式数 99,500株

資本金増加額 12,437千円

資本準備金増加額 12,437千円

（株式分割）

当社は、2021年４月６日開催の取締役会決議に基づき、2021年４月23日付をもって株式分割を行っております。

１．株式分割の目的

当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施いたします。

２．株式分割の概要

（1）分割方法

2021年４月22日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、普通株式１株につき２株の割合

をもって分割しております。

（2）分割により増加する株式数
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株式分割前の発行済株式総数（株） 1,374,973

今回の分割により増加する株式数（株） 1,374,973

株式分割後の発行済株式総数（株） 2,749,946

株式分割後の発行可能株式総数（株） 8,600,000

なお、2021年４月６日開催の取締役会決議により、定款の変更を行い、発行可能株式総数は4,300,000株増加

し、8,600,000株となっております。

（3）株式分割の効力発生日

2021年４月23日

（4）１株当たり情報に与える影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたものと仮定して算出しておりま

すが、これによる影響については、当該箇所に記載しております。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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